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1．経営戦略策定の趣旨 

本市は、公共下水道事業(国東処理区)、特定環境保全公共下水道事業(伊美処理区、武

蔵東部処理区、安岐処理区)、農業集落排水事業(朝来地区)、浄化槽により汚水処理を行

っている。 

市としては、個人設置型である浄化槽を除いた公共下水道事業、特定環境保全公共下

水道事業、農業集落排水事業を運営しており、これらの施設整備は、ほぼ完了している

状況にある。 

したがって、今後は、建設の時代から維持管理や改築更新に重点をおいた経営の時代

へと移っていくが、人口減少及び少子高齢化の進行、生活様式の多様化、施設の老朽化

など、社会情勢の変化により、経営環境は厳しさを増しており、不断の経営健全化の取

り組みが求められている。このような状況の下においても、必要な住民サービスを確保

し、公共の福祉を増進するよう企業運営を行うことは、地方公営企業の本来の目的であ

る。その目的を達成するために、地方公営企業は自らの経営状況等を的確に把握した上

で、中長期的な経営の基本計画である「経営戦略｣を策定し、同計画に基づく計画的な経

営基盤の強化に取り組む必要がある。 

今回、平成 26年 8月 29日付総務省通達文書「公営企業の経営に当たっての留意事項

について」(総財公第 103号･総財営第 73号･総財準第 83号)及び平成 28年 1月 26日付

総務省通達文書「「経営戦略」の策定推進について」(総財公第 10 号･総財営第 2号･総財

準第 4号)に基づき、農業集落排水事業に対する経営戦略を策定するものである。 

 

2．現状と課題 

2-1 事業の概要 

朝来処理区は、平成 13年度(平成 14年 3月)に供用を開始し、平成 30年度末には供用

開始から 17年が経過する。 

管渠及び処理場については整備が完了している状況にあり、老朽化していく管渠や施

設については平成 29年度に策定した最適整備構想を元に更新を行っていく予定である。 
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2-2 事業の現状 

平成 29年度における現状を次に示す。 

 

表 2-1 事業の現状(平成 29年度) 

項  目 農業集落排水事業 

施設利用率 

(％) 

本     市 30.94 

類似団体平均値 51.75 

全 国 平 均 値 52.49 

水洗化率  

(％) 

本     市 56.40 

類似団体平均値 84.84 

全 国 平 均 値 85.49 

 ※ 施設利用率とは、施設・設備が一日に対応可能な処理能力に対する、一日平均処理水

量の割合であり、施設の利用状況や適正規模を判断する指標。 

 ※ 水洗化率とは、処理区域内人口のうち、水洗便所を設置して汚水処理している人口の

割合を表した指標。 

 

これらの経年変化を次に示す。 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2-1 施設利用率           図 2-2 水洗化率 
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2-3 事業の課題 

施設利用率及び水洗化率は、類似団体平均値や全国平均値よりも低い状況にある。こ

れは、人口減少が主な原因である。今後は接続推進等による流入量の増加、又は適切な

規模に合わせた施設更新等を行う必要がある。 

 

3．経営の基本方針 

経営の基本方針は、下記の 4項目とする。 

① 持続可能な農業集落排水事業に向けて、施設の適切な維持管理を図り、施設の長寿

命化を進めながら計画的で効率的な施設更新に取り組む。 

② 水質保全や生活環境の改善に関する広報・啓発活動の展開により、接続率の向上を

図る。 

③ 効率的かつ効果的な事業運営を推進するため、事務事業の見直し等を行い、適正な

職員配置に努める。 

④ 災害発生時における危機管理体制を強化し、施設の機能維持・早期復旧に努める。 

 

4．計画期間 

「経営戦略」の計画期間は、事業の特性、個々の団体･事業の普及状況、施設の老朽化

状況、経営状況等を踏まえて、2019～2028（平成 31～40）年度の 10年間を計画期間

とする。 

 

5．投資･財政計画 

5-1 投資についての説明 

収支計画における資本的支出の主なものは、建設改良費と地方債償還金となっている。 

管渠・処理場の整備については完成しているが、2001（平成 13）年度の供用開始から

17年が経過している。このため、建設改良費としては、処理場の機械・電気設備を中心

に、2017（平成 29）年度に策定した最適整備構想を元に計画的な改築・更新事業を予定

する。 
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表 5-1 投資計画 

(単位：千円) 

 

 

 

地方債償還金は、更新工事が予定されていることと、据置期間なしで元金均等償還を

行うことから、今後は平均的に推移する見込みである。 

地方債残高は、償還ピークを過ぎたため減少していく見込みである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5-1 地方債償還金(元金及び利子)の見通し 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5-2 地方債残高の見通し 

2019 2020 2021 2022 2023 2024 2025 2026 2027 2028

（平成31） （平成32） （平成33） （平成34） （平成35） （平成36） （平成37） （平成38） （平成39） （平成40）

年度 年度 年度 年度 年度 年度 年度 年度 年度 年度

更新投資 0 0 5,000 2,000 10,000 10,000 12,000 24,000 2,000 10,000

区　分
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5-2 財源についての説明 

収支計画における収益的収入の主なものは、料金収入(農業集落排水使用料)、他会計

からの繰入金となっている。資本的収入では、地方債、他会計からの補助金、国（県）

からの補助金となっている。 

料金収入(農業集落排水使用料)については、人口減少等により増加を見込むことは難

しく、減少していく見込みである。 

料金改定については、2006（平成 18）年度の旧 4町合併時に「市内のどこに住んでい

ても同一の料金体系」としているため、公共下水道及び特定環境保全公共下水道事業と

合せて料金改定を行うこととしている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5-3 料金収入の見通し 

 

 

国（県）からの補助金については、建設改良費のうちの補助対象事業に対し、適切に

見込み、残りの建設改良費の財源として、地方債の発行を予定する。 

また、発行した地方債の償還金に充当するため、他会計からの繰入金・補助金を予定

するが、地方債償還金が平均化していくため、他会計からの繰入金・補助金についても、

今後は平均化していく見込みである。 
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図 5-4 他会計繰入金・補助金の見通し 

 

 

5-3 投資以外の経費についての説明 

動力費、修繕費等の維持管理に要する経費については、2019（平成 31）年度の消費税

及び地方消費税の増税等に伴い増加するものと考える。しかし、その後は大幅な増減は

なく、ほぼ同額で推移する見込みである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5-5 維持管理費の見通し 
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職員給与費については、職員の配置でも異なるが、年間 40万円程度を予定する。一方、

組織・人材・定員等について、事業規模や内容について常に把握し、組織形態や職員数

と業務量との整合性を図り効率化を図るものとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5-6 職員給与費の見通し 

 

 

6．効率化･経営健全化の取組 

6-1 今後の投資についての考え方・検討状況 

現在実施している処理場維持管理委託の長期継続契約を継続し、経費の削減・効率化

を実施するものとする。 

投資の平準化については、長寿命化や最適化など国の動向を注視しながら実施するも

のとする。 

PPP/PFI などの民間的経営手法の導入については、事業の公共性と効率性を考え、今

後の検討課題とする。 

その他の取組として、建設改良費については、国の補助事業の活用や交付税措置の有

利な地方債の借入など、適切な財源確保について検討するものとする。 

 

  

 
- 7 -
 

- 7 -



6-2 今後の財源についての考え方・検討状況 

農業集落排水使用料については、2016（平成 28）年度に改定率 10％の使用料改定を行

っている。次回は公共下水道及び特定環境保全公共下水道事業に合わせて見直しを行う

予定である。 

 

6-3 投資以外の経費についての考え方・検討状況 

PPP/PFI などの民間的経営手法の導入については、事業の公共性と効率性を考え、今

後の検討課題とする。 

職員給与費については、組織や定員等について、事業規模や内容について常に把握し、

組織形態や職員数と業務量との整合性に努め効率化を図るものとする。 

動力費については、機器の適正な運用を図り、コスト縮減に努めるものとする。 

修繕費については、事業開始から 17年が経過しており、修繕費等が増加することが考

えられることから、計画的に修繕等を行っていく必要がある。また、維持管理において、

老朽化していく施設の長寿命化等を検討・実施していく必要がある。 

委託費については、統合できる委託業務内容及び委託期間について検討し、経費の節

減、効率化に努めるものとする。 

その他の取組として、供用開始区域内において未接続の家庭等に対し、接続への啓発

活動を継続的に行うものとする。 

 

7．経営戦略の事後検証、更新等に関する事項 

毎年度、進捗管理(モニタリング)を行い、また、3～5年ごとに見直し(ローリング)を

行うことにより、経営戦略の事後検証、更新を行うものとする。 
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国東市下水道事業経営戦略 
 

 

団 体 名   ：  国 東 市 

 

事 業 名   ：  農業集落排水事業 

 

策 定 日   ：  2019（平成 31 ）年   3   月 

 

計  画  期  間    ：  2019（平成 31 ）年度    ～    2028（平成 40）年度 

 

１．事業概要 

(１) 事業の現況 

 ① 施 設 

供 用 開 始 年 度 

（供 用 開 始 後 年 数） 

平成 13年度（H14年 3月） 

（17年） 

法適（全部適用・一部適用） 

非 適 の 区 分 
非 適 

処理区域内人口密度  13.20/ha 
流 域 下 水 道 等 へ の 

接 続 の 有 無 
無 

処   理   区   数  1区（朝来処理区） 

処   理   場   数  1施設（朝来浄化センター） 

広域化・共同化・最適化 

実施状況*1 

 新たな区域の拡張は行わず、処理区域外については合併処理浄化槽の整備を 

推進していく方針です。 
*1 「広域化」とは、一部事務組合による事業実施等の他の自治体との事業統合、流域下水道への接続を指す。 

   「共同化」とは、複数の自治体で共同して使用する施設の建設（定住自立圏構想や連携中枢都市圏に基づくものを含む）、広域化・共同化を推進するための計

画に基づき実施する施設の整備（総務副大臣通知）、事務の一部を共同して管理・執行する場合（料金徴収等の事務の一部を一部事務組合によって実施する場合等）

を指す。 

   「最適化」とは、①他の事業との統廃合、②公共下水・集排、浄化槽等の各種処理施設の中から、地理的・社会的条件に応じて最適なものを選択すること（処

理区の統廃合を含む。）、③施設の統廃合（処理区の統廃合を伴わない。）を指す。 

 

 

 ② 使 用 料 

一般家庭用使用料体系の 

概 要 ・ 考 え 方 

用途別基本料金と逓増型従量料金を組み合わせた二部料金制を採用しています。 

（別紙１） 

業務用使用料体系の  

概 要 ・ 考 え 方 
該当なし。 

その他の使用料体系の 

概 要 ・ 考 え 方 
地下水のみ使用  1人当たり 6㎥換算（料金は別紙１を適用） 

条 例 上 の 使 用 料 * 2 

（２０㎥あたり） 

※過去 3 年度分を記載 

平成 27年度  2,740  円 実 質 的 な 使 用 料 * 3 

（２０㎥あたり） 

※過去 3 年度分を記載 

平成 27年度  2,937  円 

平成 28年度  3,010  円 平成 28年度  3,220  円 

平成 29年度  3,010  円 平成 29年度  3,258  円 
*2 条例上の使用料とは、一般家庭における２０.あたりの使用料をいう。 

*3 実質的な使用料とは、料金収入の合計を有収水量の合計で除した値に２０.を乗じたもの（家庭用のみでなく業務用を含む）をいう。 
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③ 組 織 

職   員   数 
下水道事業を所管する上下水道課に 6 名（正規職員）、3 支所に各 1 名（正規職員）が所

属しています。 

 

事 業 運 営 組 織 

 

 平成 18 年度に 4 町が合併し国東市となった際、上下水道課が組織されましたが、その後

業務委託の実施を行いつつ、機構改革や職員の削減に取り組み現在に至っています。 

 

 

(２) 民間活力の活用等 

 

 

民 間 活 用 の 状 況 

ア 民間委託 

  （包括的民間委託を含む） 

処理場及びポンプ施設における運転操作、監視、点

検整備、清掃、トラブル発生時の応急対応等の運転管

理業務を民間委託しています。 

イ 指定管理者制度 
施設維持管理業務等民間委託を行っているため、指

定管理者制度については未検討です。 

ウ PPP・PFI 
 施設維持管理業務等民間委託を行っているため、指

定管理者制度については未検討です。 

 

資 産 活 用 の 状 況 

ア エネルギー利用*4 

  （下水熱・下水汚泥・発電等） 

 規模が小さく、費用対効果が見込めないため、利用

予定はありません。 

イ 土地・施設等利用*5 

（未利用土地・施設の活用等） 
 未利用土地・施設等はありません。 

*4 「エネルギー利用」とは、下水汚泥･下水熱等、下水道事業の実施に伴い生じる資源(資産を含む)を用いた収入増につながる取組を指す。 

*5 「土地・施設等利用」とは、土地･建物等、下水道事業の実施に不可欠な資産を用いた、収入増につながる取組を指す（単純な売却は除く）。 

 

 

(３) 経営比較分析表を活用した現状分析 

 別紙２（経営比較分析表）のとおり 
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２．経営の基本方針 

① 持続可能な農業集落排水事業に向けて、施設の適切な維持管理を図り、長寿命化や最適化を進めながら計画的で効率

的な施設更新に取り組みます。 

② 水質保全や生活環境の改善に関する広報・啓発活動の展開により、接続率の向上を図ります。 

③ 効率的かつ効果的な事業運営を推進するため、事務事業の見直し等を行い、適正な職員配置に努めます。 

④ 災害発生時における危機管理体制を強化し、施設の機能維持・早期復旧に努めます。 

 

 

 

 

３．投資・財政計画（収支計画） 
 
 (１) 投資・財政計画（収支計画） ： 別 紙 の と お り 

(２) 投資・財政計画（収支計画）の策定に当たっての説明 

 ① 収支計画のうち投資についての説明 

 収支計画における資本的支出の主なものは、建設改良費と地方債償還金となっています。 

 管渠・処理場の整備については完成していますが、2001（平成 13）年度の供用開始から 17 年が経過しています。この

ため、建設改良費としては処理場の機械・電気設備を中心に、2017（平成 29）年度に策定した最適整備構想を元に 2021

（平成 33）年度より計画的な改築・更新事業を予定しています。 

 地方債償還金は、更新工事が予定されていることと、据置期間なしで元金均等償還を行うことから、今後は平均的に推

移する見込みです。 

 

 

 

 ② 収支計画のうち財源についての説明 

 収支計画における収益的収入の主なものは、料金収入（農業集落排水使用料）、他会計からの繰入金です。資本的収入で

は、地方債、他会計からの補助金、国（県）からの補助金となっています。 

 料金収入（農業集落排水使用料）については、人口減少等により増加を見込むことは難しく、減少していく見込みです。 

 料金改定については、2006（平成 18）年度の旧 4町合併時に「市内のどこに住んでいても同一の料金体系」としている

ため、公共下水道及び特定環境保全公共下水道事業の料金改定と合わせて行うこととしています.。 

 国（県）からの補助金については、建設改良費のうちの補助対象事業に対し、適切に見込んでいます。残りの建設改良

費の財源として、地方債の発行を予定しています。 

 また、発行した地方債の償還金に充当するため、他会計からの繰入金・補助金を予定していますが、地方債償還金が平

均化していくため、他会計からの繰入金・補助金についても、今後は平均化していく見込みです。 

 

 

 ③ 収支計画のうち投資以外の経費についての説明 

 動力費、修繕費等の維持管理に要する経費については、2019（平成 31）年度の消費税及び地方消費税の増税等に伴い増

加するものと考えます。しかし、その後は大幅な増減はなく、ほぼ同額で推移する見込みです。 

 職員給与費については、職員の配置でも異なりますが、年間 40 万円程度を予定しています。 
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(３) 投資・財政計画（収支計画）に未反映の取組や今後検討予定の取組の概要 

 

 ① 今後の投資についての考え方・検討状況 

広域化・共同化・最適化に関する事項 
 処理場維持管理委託の長期継続契約を継続し、経費の削減・効率化を実

施します。 

投資の平準化に関する事項  長寿命化や最適化など国の動向を注視しながら実施してまいります。 

民間活力の活用に関する事項 

（PPP/PFI など） 

PPP/PFI などの民間的経営手法の導入については、事業の公共性と効

率性を考え、今後の検討課題と捉えています。 

その他の取組 
 建設改良費については、国の補助事業の活用や交付税措置の有利な地方

債の借入など、適切な財源確保について検討します。 

 

 ② 今後の財源についての考え方・検討状況 

 

使用料の見直しに関する事項 

 農業集落排水使用料については、2016（平成 28）年度に改定率 10％の

使用料改定を行っている。次回は公共下水道及び特定環境保全公共下水道

事業と合わせて見直しを行う予定です。 

資産活用による収入増加 

の取組について 
 該当なし。 

その他の取組 
建設改良費については、国の補助事業の活用や交付税措置の有利な地方

債の借入など、適切な財源確保について検討します。 

 

 ③ 投資以外の経費についての考え方・検討状況 

民間活力の活用に関する事項 

（包括的民間委託等の民間委託、指定管理者

制度、PPP/PFI など） 

 PPP/PFI などの民間的経営手法の導入については、事業の公共性と効

率性を考え、今後の検討課題と捉えています。 

職員給与費に関する事項 
 組織や定員等について、事業規模や内容について常に把握し、組織形態

や職員数と業務量との整合性に努め効率化を図ります。 

動力費に関する事項  機器の適正な運用を図り、コスト縮減に努めます。 

薬品費に関する事項  処理場の維持管理委託に含め、コスト削減・効率化に努めます。 

修繕費に関する事項 

 事業開始から 17年経過しており、修繕費等が増加することが考えられ

ますので、計画的に修繕等を行っていく必要があります。 

 また、維持管理において、老朽化していく施設の長寿命化等を検討・実

施していく必要があります。 

委託費に関する事項 
 統合できる委託業務内容及び委託期間について検討し、経費の節減、効

率化に努めます。 

その他の取組 
 供用開始区域内において未接続の家庭等に対し、接続への啓発活動を継

続的に行います。 

 

４．経営戦略の事後検証、更新等に関する事項 
経 営 戦 略 の 事 後 検 証、 

更 新 等 に 関 す る 事 項 

 毎年度、進捗管理(モニタリング)を行い、また、3～5 年ごとに見直し(ローリン

グ)を行うことにより、経営戦略の事後検証、更新を行います。 
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６
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別紙１（国東市農業集落排水使用料金表及び算定方法）

農業集落排水使用料金表

種　別 区　　分 汚　　水　　量 金　　額

 基本料金  ８立方メートルまで １，１８０ 円 

 ８立方メートルを超え３０立方メートル
 までの部分

１５３ 円 

 ３０立方メートルを超え５０立方メートル
 までの部分

１５９ 円 

 ５０立方メートルを超え７０立方メートル
 までの部分

１６９ 円 

 ７０立方メートルを超え１００立方メートル
 までの部分

１８１ 円 

 １００立方メートルを超える部分 １９８ 円 

汚水量の算定方法

区分 内容 算定人員 汚水量

一般家庭 世帯の人数

地区公民館等 １人

理・美容院 １人

事務所・事業所 ０．２×従業員数

事業所のうち現場を持
つもの

０．１×従業員数

一般汚水  超過料金
 （１立方メートルに
　つき）

算定人員×６立
方メートル事業所等

 
- 15 -
 

- 15 -



グ
ラ

フ
凡

例
当

該
団

体
値

（
当

該
値

）

類
似

団
体

平
均

値
（

平
均

値
）

平
成

2
9
年

度
全

国
平

均

※
　

法
適
用
企
業
と
類
似
団
体
区
分

が
同

じ
た

め
、

収
益

的
収
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を
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を
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（
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/
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全
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・

効
率

性
1
.
 
経

営
の
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全
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・

効
率

性
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つ
い
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①
『
収
益
的
収
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率
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・
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収
益
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収
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総
費
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収
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繰
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総
収
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程
度
賄
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標
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％
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規
模
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今
後
も
維
持
管
理
費
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削
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収
入
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加
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収
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⑤
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収
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収
す
べ
き
経
費
を
、
ど
の
程
度

使
用
料
で
賄
え
て
い
る
か
を
表
し
た
指
標
。
類
似
団
体
平
均
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削
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用
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収
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進
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必
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す
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⑥
『
汚
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処
理
原
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・
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収
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1
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収
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⑦
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・
・
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近
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又
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⑧
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・
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